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株式会社　アルネッツ

貸 借 対 照 表 令和  4 年 10 月 31 日現在

【         】 【 】【 】【         】 767,335,968流 動 資 産 流 動 負 債 369,203,590

279,318,839現 金 及 び 預 金 買 掛 金 82,019,893

282,287,017売 掛 金 短 期 借 入 金 15,000,000

1,221,411有 価 証 券 一年以内返済長期借入金 113,480,000

165,222,420出 荷 部 材 未 払 金 23,970,000

32,767貯 蔵 品 未 払 費 用 13,480,299

32,757,655前 払 費 用 前 受 金 103,954,355

578,106立 替 金 預 り 金 3,139,043

3,418,880未 収 入 金 未 払 法 人 税 等 140,000

4,026,873未 収 法 人 税 等 未 払 消 費 税 14,020,000

【         】 【 】;1,528,000貸 倒 引 当 金 固 定 負 債 293,937,818

【 】【         】 193,806,041固 定 資 産 長 期 借 入 金 293,937,818

（ ）（            ） 29,722,330有 形 固 定 資 産

17,315,789建 物

879,172建 物 付 属 設 備

2機 械 装 置

9,489,087車 輌 運 搬 具

1,323,320工 具 器 具 備 品 負 債 の 部 合 計 663,141,408

345,848 純 資 産 の 部一 括 償 却 資 産

369,112土 地

【         】 【 】（ ）（            ） 195,000無 形 固 定 資 産 株 主 資 本 298,000,601

（       ） （ ）170,000電 話 加 入 権 資 本 金 31,650,000

25,000ソ フ ト ウ ェ ア 資 本 金 31,650,000

（           ） （ ）（ ）（                ） 163,888,711投資その他の資産 利 益 剰 余 金 268,800,601

43,136,000出 資 金 繰 越 利 益 剰 余 金 268,800,601

（         ） （ ）25,912,000投 資 有 価 証 券 自 己 株 式 ;2,450,000

6,809,640敷 金 自 己 株 式 ;2,450,000

2,681,994保 証 金

72,732,078保 険 積 立 金

369,120預 託 金

5,100,000会 員 権

5,000,000役 員 長 期 貸 付 金

1,837,295長 期 前 払 費 用

310,584更 新 料 純 資 産 の 部 合 計 298,000,601

961,142,009資 産 の 部 合 計 負債及び純資産の部合計 961,142,009



株式会社　アルネッツ

個 別 注 記 表

自 令和  4 年  2 月  1 日

至 令和  4 年 10 月 31 日

Ⅰ. この計算書類は、「中小企業の会計に関する基本要領」によって作成しています。

Ⅱ. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
１. 資産の評価基準及び評価方法
　①　有価証券の評価基準及び評価方法
　　1.子会社株式･･･移動平均法による原価法　　
　　2.その他有価証券
　　　ア　時価のあるもの
　　　　　　期末日の市場価格等に基づく時価法
　　　イ　時価のないもの
　　　　　　移動平均法による原価法

　②　棚卸資産の評価基準及び評価方法
　　　　最終仕入原価法による原価法

２. 固定資産の減価償却の方法
　　　有形固定資産･･･法人税法の規定による定率法。
　　　　　　　　　　 ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物、平成28年4月1日以
　　　　　　　　　　 降に取得した建物付属設備は定額法。

３. 引当金の計上基準
　　　貸倒引当金･･･債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について法
　　　　　　　　 　人税法の規定による法定繰入率により計上。

４. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
　①　リース取引の処理方法
　　　　リース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・リース取引につ
　　　　いては、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。

　②　消費税等の会計処理
　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっています。

Ⅲ. 貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 36,107千円

Ⅳ. 株主資本等変動計算書に関する注記
１. 当該事業年度の末日における発行済株式の数 584株
２．当該事業年度の末日における自己株式の数 49株




